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法人会は東京都の「地球温暖化対策報告書制度」を推進しています

第
２
回
東
法

連
理
事
会
が
９

月
20
日
、
全
法

連
会
館
で
開
催

さ
れ
、
９
月
18

日
に
全
法
連
理
事
会
で
承
認
さ
れ
た
「
令

和
２
年
度
法
人
会
の
税
制
改
正
に
関
す
る

提
言
」
が
報
告
さ
れ
た
。
ま
た
、
各
委
員

会
で
の
決
定
事
項
や
「
税
を
考
え
る
週

間
」
の
協
賛
事
業
な
ど
に
つ
い
て
報
告
が

あ
っ
た
。

政
府・政
党・国
会
議
員・都・市
区

町
村
な
ど
に
積
極
的
に
提
言
活
動

提
言
に
つ
い
て
は
10
月
３
日
開
催
の
法

人
会
全
国
大
会
（
三
重
大
会
）
に
お
い
て

報
告
さ
れ
た
。
ま
た
、
提
言
に
基
づ
く
ス

ロ
ー
ガ
ン
４
本
も
全
法
連
理
事
会
で
承
認

さ
れ
て
お
り
、
全
国
大
会
、
11
月
の
全
国

青
年
の
集
い
、
来
年
４
月
の
全
国
女
性
フ

ォ
ー
ラ
ム
で
税
制
関
係
の
展
示
ブ
ー
ス
等

に
掲
示
さ
れ
る
。

全
法
連
で
は
、
提
言
の
実
現
を
目
指

し
、政
府
（
財
務
省
、国
税
庁
、総
務
省
、

中
小
企
業
庁
）
及
び
政
党
等
に
対
し
提
言

活
動
を
実
施
す
る
。
ま
た
、
東
法
連
及
び

各
単
位
会
に
お
い
て
も
、
例
年
ど
お
り
地

元
選
出
の
国
会
議
員
、
都
知
事
、
都
議
会

議
長
、
区
市
町
村
長
、
同
議
会
議
長
に
対

し
て
積
極
的
な
提
言
活
動
を
行
う
。

全
法
連
の
６
月
末
現
在
の

法
人
会
員
数
は
約
75
万
５
千
社

報
告
事
項
で

は
、「
想
い
を

つ
な
い
で
50
年

『
会
員
企
業
を

守
り
た
い
』
キ

ャ
ン
ペ
ー
ン
」

の
推
進
状
況
、

会
員
数
、「
税

を
考
え
る
週

間
」
の
協
賛
行

事
等
が
報
告
さ

れ
た
。

全
法
連
の
６

月
末
現
在
の
法
人
会
員
数
は
約
７
５
５
千

社
で
、
半
年
前
に
比
べ
約
14
千
社
減
少
し

た
。
東
法
連
の
７
月
末
現
在
の
総
会
員
数

は
約
１
２
５
千
社
で
半
年
前
に
比
べ
約
３

千
社
減
少
し
た
。
東
法
連
で
は
、
退
会
防

止
策
の
一
環
と
し
て
、
地
域
を
超
え
た
会

員
紹
介
制
度
を
実
施
し
て
お
り
、
他
の
会

に
対
し
会
員
の
移
転
情
報
の
提
供
や
未
加

入
法
人
の
紹
介
が
あ
っ
た
場
合
、
報
奨
金

を
贈
呈
し
て
い
る
。

ま
た
、
総
務
組
織
委
員
会
の
下
、
局
調

査
部
所
管
法
人
（
大
規
模
法
人
）
の
加
入

勧
奨
に
特
化
し
た
機
関
を
新
た
に
設
置

し
、
効
果
的
な
加
入
推
進
策
の
検
討
を
行

う
こ
と
と
し
て
い
る
。

「
税
を
考
え
る
週
間
」に
行
わ
れ
る

予
定
の
協
賛
行
事
な
ど
を
報
告

「
税
を
考
え
る
週
間
」
の
協
賛
行
事
に

つ
い
て
は
、
10
月
25
日
に
開
催
の
協
賛
講

演
会
、
11
月
11
日
か
ら
11
月
17
日
ま
で
の

「
キ
ッ
ザ
ニ
ア
東
京
」
に
お
け
る
租
税
教

育
活
動
、
11
月
12
日
に
Ｊ
Ｒ
立
川
駅
等
７

駅
周
辺
の
広
場
等
で
実
施
す
る
東
京
横
断

法
人
会
税
務
広
報
活
動
、
11
月
４
日
か
ら

17
日
ま
で
行
う
（
一
部
は
11
月
１
日
か
ら

30
日
）
Ｊ
Ｒ
電
車
内
広
報
活
動
な
ど
に
つ

い
て
報
告
が
あ
っ
た
。

東
法
連
理
事
会

令
和
２
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
を
報
告

税制改正提言の報告を受ける理事会

あいさつする
小林栄三会長
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自分のカラダと “がん ” のこと、ちょっとだけ考えてみませんか？

東
法
連
は

第
１
回
広
報

委
員
会
（
加

藤
和
夫
委
員

長
・
青
梅
法

人
会
会
長
）
を
９
月
４
日
全
法
連
会
館

で
開
催
し
、
令
和
元
年
度
に
お
け
る
広

報
活
動
の
詳
細
を
決
定
し
た
。「
税
を

考
え
る
週
間
」
に
は
昨
年
同
様
Ｊ
Ｒ
線

車
内
ま
ど
上
広
告
を
、
確
定
申
告
期
に

は
、
都
営
地
下

鉄
ド
ア
横
広
告

を
実
施
す
る
こ

と
に
な
っ
た
。

Ｊ
Ｒ
線
車
内

ま
ど
上
広
告
は

「
税
を
考
え
る

週
間
」
の
Ｐ
Ｒ

を
兼
ね
法
人
会

の
知
名
度
向
上

を
図
る
た
め
、

毎
年
１
都
６
県

（
東
京
・
神
奈

川
・
千
葉
・
埼

玉
・
茨
城
・
栃

木
・
群
馬
）
の

法
人
会
連
合
会

が
合
同
で
行
っ

て
い
る
も
の
で
、
今
年
も
昨
年
同
様
の

内
容
で
実
施
す
る
。

掲
出
期
間
は
11
月
４
日
か
ら
同
月
17

日
の
14
日
間
で
、（
一
部
の
路
線
は
11

月
１
日
か
ら
１
カ
月
間
）
山
手
線
、
中

央
線
、
京
浜
東
北
線
な
ど
首
都
圏
の
Ｊ

Ｒ
線
車
両
内
ま
ど
上
に
掲
出
す
る
。

掲
出
素
材
は
、
全
法
連
作
成
の
法
人

会
ポ
ス
タ
ー
を
横
版
に
変
更
し
、「
税

を
考
え
る
週
間
11
月
11
日
～
17
日
」
の

文
字
を
加
え
た
も
の
。

な
お
、
こ
の
期
間
に
は
全

法
連
が
全
国
紙
に
、
各
県
連

が
地
方
紙
に
そ
れ
ぞ
れ
法
人

会
の
広
報
記
事
を
掲
載
す
る

予
定
で
あ
り
、
相
乗
効
果
が

期
待
で
き
る
。

ま
た
、
都
営
地
下
鉄
線
ド

ア
横
広
告
は
、
ｅ
ー
Ｔ
ａ
ｘ

の
Ｐ
Ｒ
を
兼
ね
確
定
申
告
期

の
２
月
に
行
う
。
実
施
路
線

は
浅
草
線
、
三
田
線
、
新
宿

線
の
３
路
線
で
あ
る
。
大
江

戸
線
は
ド
ア
横
広
告
枠
を
確

保
で
き
な
い
等
の
理
由
か
ら

本
年
度
は
行
わ
な
い
。

東
法
連
第

１
回
厚
生
共

益
事
業
委
員

会
（
岩
﨑
五

六
委
員
長
・

立
川
法
人
会
会
長
）
が
、
９
月
11
日
、

全
法
連
会
館
で
開
催
さ
れ
、「
想
い
を

つ
な
い
で
50
年

『
会
員
企
業
を

守
り
た
い
』
キ

ャ
ン
ペ
ー
ン
」

の
進
捗
状
況
、

及
び
東
法
連
が
行
う
共
益
事
業
に
つ
い

て
報
告
が
あ
っ
た
。

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の

７
月
末
進
捗
率
は
27・７
％

「
想
い
を
つ
な
い
で
50
年
『
会
員
企

業
を
守
り
た
い
』
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」
の

進
捗
状
況
に
つ
い
て
、
年
間
の
３
分
の

⑴	掲出期間：	３線群（下記 アイウ）11月4日（月）～11月17日（日）
	 湘南新宿・上野東京ライン（宇都宮線・高崎線）・常磐線中距離電車
	 （下記 エオ）11月1日（金）～11月30日（土）
⑵	掲出場所：	車両内まど上
⑶	掲出路線：	

ア．京浜東北線群	 （京浜東北線、根岸線、横浜線、南武線、
鶴見線、相模線、埼京線、りんかい線）

イ．山 手 線 群	 （山手線、常磐線快速、常磐線各駅停車・
地下鉄千代田線直通）

ウ．中 央 線 群	 （中央線快速、中央総武線各駅停車、
京葉線、青梅線、五日市線、武蔵野線）

エ．湘南新宿ライン・上野東京ライン（宇都宮線・高崎線）
オ．常磐線中距離電車

「
税
を
考
え
る
週
間
」に
Ｊ
Ｒ
線
ま
ど
上
広
告

確
定
申
告
期
に
都
営
地
下
鉄
ド
ア
横
広
告
を
実
施

「
想
い
を
つ
な
い
で
50
年

『
会
員
企
業
を
守
り
た
い
』キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
」の

進
捗
状
況
な
ど
を
報
告

東
法
連
広
報
委
員
会

東
法
連
厚
生
共
益
事
業
委
員
会

税を考える週間の広報活動等を審議する広報委員会

ＪＲ車内まど上広告

あいさつする
加藤和夫委員長

あいさつする
岩﨑五六委員長
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１
を
経
過
し
た
７
月
末
現
在
、
東
法
連

の
年
間
目
標
、
新
規
加
入
企
業
数
目
標

４
０
０
０
社
に
対
し
、
１
１
０
９
社

で
、
進
捗
率
27
・
７
％
（
全
法
連
ベ
ー

ス
30
・
２
％
）
で
あ
る
と
の
報
告
が
あ

っ
た
。

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
推
進
策
と
し
て
、
東

法
連
で
は
、
推
進
大
会
の
開
催
、
マ
イ

ス
タ
ー
制
度
、
協
力
会
社
機
関
長
表
彰

等
を
行
っ
て
い
る
。
本
年
度
は
、
協
力

３
社
と
も

役
員
加
入

率
の
向
上

と
役
員
に

よ
る
加
入

企
業
紹
介

の
推
進
を

図
る
と
し

て
お
り
、

新
た
な
推

進
策
を
講

じ
る
。

東
法
連

で
は
、
自

ら
の
新
規

加
入
及

び
、
新
規

加
入
企
業

の
紹
介
が
あ
っ
た
役
員

に
対
し
感
謝
状
を
贈
呈

す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

ま
た
、
全
法
連
で

は
、
大
同
生
命
が
行
う

役
員
の
紹
介
に
関
わ

る
「
ビ
ッ
ク
ハ
ー
ト
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
」
に
つ
い

て
、
単
位
会
ご
と
に
目

標
を
設
定
し
、
目
標
達

成
会
に
は
報
奨
金
が
支

給
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ

た
。共

益
事
業
に
つ
い
て

は
、
資
産
・
事
業
承
継

相
談
事
業
、
Ｂ
Ｍ
Ｗ
優

待
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
ビ
ジ

ネ
ス
カ
ー
ド
な
ど
に
つ

い
て
利
用
件
数
な
ど
の

推
進
状
況
報
告
が
あ
っ

た
。
Ｂ
Ｍ
Ｗ
に
つ
い
て

は
、
昨
年
度
ま
で
に
１

５
８
件
の
利
用
が
あ
り

そ
の
う
ち
新
規
会
員
が

97
件
で
あ
っ
た
。
本
年

度
は
す
で
に
46
件
（
う

ち
21
件
が
新
規
会
員
）

と
な
っ
て
い
る
。

広報委員会
敬称略・法人会名簿順

（  ）内は所属法人会名
敬称略・法人会名簿順

（  ）内は所属法人会名
敬称略・法人会名簿順

（  ）内は所属法人会名

委員長
加　藤　和　夫（青梅）
副委員長

小宮山　宜　克（大森）
古　澤　　　孝（新宿）
委　員

大　島　　　博（日本橋）
脇　村　孝　友（京橋）
山　口　拓　男（四谷）
松　下　和　正（本郷）
大　石　哲　也（品川）
深　尾　マリ子（蒲田）
野　口　　　明（渋谷）
吉　川　　　孝（板橋）
森　永　伸　博（荒川）
宮　下　仁　志（葛飾）
溝呂木　　　真（江東東）
菊　池　一　夫（青梅）
萩生田　よし子（日野）
新　井　秀　治（青連協・品川）

委員長
岩　﨑　五　六（立川）
副委員長

広　瀬　　　淡（北沢）
相　原　光　良（練馬東）
委　員

瀬　谷　達　郎（麹町）
長谷川　博　司（神田）
小田切　吉　隆（小石川）
冨　坂　伸　吾（上野）
山　下　慎一郎（品川）
勝　山　宏　則（荏原）
松　浦　政　幸（玉川）
森　田　　　稔（板橋）
髙　橋　則　子（向島）
遠　藤　廣　吉（江戸川北）
山　田　美佐子（八王子）
杉　浦　　　隆（町田）
日比生　信　義（武蔵府中）
特別委員

吉　田　唯　一（立川）
遠　藤　隆　浩（青連協・葛飾）

委員長
多　田  充　伸（八王子）
副委員長

細　田　　　眞（日本橋）
常　見　英　彦（上野）
委　員

金　井　由　光（芝）
竹　内　敬　雄（麻布）
髙　岡　修　一（浅草）
善養寺　大　作（北沢）
神　山　　　昭（目黒）
有　明　利　昭（渋谷）　
矢　島　友　伸（中野）
伊　藤　光　也（杉並）
矢　口　哲　也（王子）
渡　邉　　　浩（西新井）
奈　良　康　司（本所）　
山　本　通　陽（八王子）　
井　上　泰　徳（立川）
特別委員

村　田　宣　政（玉川）
酒　井　　　透（青連協・青梅）
井　上　シヅヱ（女連協・青梅）

厚生共益事業委員会公益事業委員会

キャンペーン推進状況等の報告を受ける厚生共益事業委員会
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自分のカラダと “がん ” のこと、ちょっとだけ考えてみませんか？

東
法
連
は

第
１
回
公
益

事
業
委
員
会

（
多
田
充
伸

委
員
長
・
八

王
子
法
人
会
会
長
）
を
、
９
月
12
日
、

全
法
連
会
館
で
開
催
し
、
租
税
教
育
関

連
事
業
、
地
球
温
暖
化
対
策
報
告
書
制

度
、
東
京
都
と
連
携
し
た
職
場
の
健
康

づ
く
り
支
援
事
業
の
今
後
の
推
進
予
定

な
ど
に
つ
い
て
報
告
が
あ
っ
た
。

租
税
教
育
に

つ
い
て
は
、
本

年
度
も
「
税
を

考
え
る
週
間
」

に
キ
ッ
ザ
ニ
ア

東
京
に
お
い
て

税
の
ブ
ー
ス
を

設
置
し
、
子
供

た
ち
に
税
務
職

員
と
し
て
仕
事

体
験
を
し
て
も

ら
う
旨
の
報
告

が
あ
っ
た
。
ま
た
、

税
に
関
す
る
絵
は
が

き
コ
ン
ク
ー
ル
に
つ

い
て
例
年
通
り
開
催

し
、
３
月
の
東
法
連

女
連
協
全
体
連
絡
会
議
で
発
表
、
展
示

す
る
。

地
球
温
暖
化
対
策
報
告
書
制
度
に
つ

い
て
は
、
法
人
会
の
報
告
書
提
出
件
数

は
、
東
京
都
全
体
の
70
％
を
超
え
て
お

り
、
普
及
推
進
に
大
き
な
役
割
を
果
た

し
て
い
る
。
今
後
も
引
き
続
き
提
出
数

増
に
向
け
ポ
ス
タ
ー
や
チ
ラ
シ
、
東
法

連
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
ど
で
Ｐ
Ｒ
し
、
周

知
徹
底
を
図
る
。

ま
た
、
東
法
連
で
は
、
現
在
、
都
と

職
場
の
健
康
推
進
に
関
し
て
覚
書
を
締

結
し
、
職
場
に
お
け
る
健
康
づ
く
り
と

し
て
生
活
習
慣
改
善
の
普
及
啓
発
を
行

っ
て
い
る
。
引
き
続
き
社
会
貢
献
事
業

と
し
て
、
東
京
都
福
祉
保
健
局
と
連
携

し
従
業
員
の
健
康
か
ら
企
業
の
発
展
に

つ
な
が
る
活
動
を
展
開
す
る
。
例
年
、

都
と
の
連
名
に
よ
る
健
康
に
関
す
る
ポ

ス
タ
ー
を
作
成
し
配
布
し
て
い
る
ほ

か
、
受
動
喫
煙
防
止
な
ど
、
都
か
ら
の

情
報
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
、
各

会
へ
情
報
提
供
を
行
っ
て
い
る
。

１　日程及びカリキュラム
時間月日 13：30　～　15：00（90分） 15：15　～　16：45（90分）

11

月

12日
（火）

①	国と地方の税収配分のあり方
	 －これまでの税制改正を踏まえて－
	 <講師>	明治大学専門職大学院法務研究科
	 	 （法科大学院）　教授　岩﨑　政明氏

②	消費税の軽減税率制度
	 －区分記載請求書等の記載方法等－
	 <講師>	税務大学校　総合教育部
	 	 　教授　磯邉　一茂氏

13日
（水）

③	シェアリングエコノミー
	 －基本的な仕組みと税制上の問題等について－
	 <講師>	税務大学校　研究部
	 	 　教授　松岡　克俊氏

④	税務署の処分に納得がいかないときはどうすればいいの？
	 －不服申立ての現場から－
	 <講師>	税務大学校　研究部
	 	 　教授　岡村　秀直氏

14日
（木）

⑤	ボーダレス社会における税制・税務執行
	 －外国人労働者の増加や資産フライト問題などを踏まえて－
	 <講師>	中央大学商学部
	 	 　教授　酒井　克彦氏

⑥	成人に対する租税リテラシー教育の重要性
	 －租税教育の新しい局面－
	 <講師>	 税理士　北山　雅也氏
	 <講師>	中央大学商学部教授　酒井　克彦氏

２　実 施 場 所	 税務大学校和光校舎（〒351－0195　埼玉県和光市南２－３－７）
３　講座のレベル	 初級編（③、⑥）　　中級編（②、④、⑤）　　上級編（①）
４　受　講　料	 無料
５　申 込 方 法	 国税庁ホームページ・はがき・FAX（048-467-1951）
６　申 込 期 限	 10月29日（火）17時到着分まで

「税を考える週間」に合わせて、本年度も公開講座を開催します。是非、御参加ください。
詳細は、国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp/about/organization/ntc/kokai/index.htm）を御覧ください。

地
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東
法
連
公
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員
会

令和元年度税務大学校公開講座の御案内（11月）

租税教育関連事業などの報告を聴く公益事業委員会 あいさつする
多田充伸委員長


